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第１章 業務継続方針の基本的な考え方 
 

１ 策定の趣旨 

地震や水害をはじめとする自然災害や大規模事故、新型インフルエンザ、あるいは武

力攻撃事態等などの危機が発生した場合、県の庁舎（各種施設、学校等を含む。以下同

様）も被災し、職員、執務スペース、情報システム、ライフライン等の業務に必要な資

源に制約が生ずる可能性がある。 

県は、そのような状況下でも、組織として活動できるよう、業務に必要な資源を確保

するとともに、危機の発生による被害や損失の拡大を防ぐため、「新潟県危機管理対応

方針」や「新潟県地域防災計画」等の計画、各部局で整備しているマニュアル等に基づ

き、応急業務（優先的に実施する必要のある復旧・復興業務を含む。以下同様）を実施

しなければならない。 

また、県は、普段から実施している県民の生命・身体の安全、重要財産の保全など、

休止することのできない業務（以下「優先通常業務」という。）も継続して実施しなけ

ればならない。 

そのために、新潟県業務継続方針（以下「業務継続方針」という。）は、応急業務及

び優先通常業務（以下「非常時優先業務」という。）の実施に関する基本的な考え方及

び必要な体制整備について定めるものである。 

所属長は、この業務継続方針に基づいて、業務継続体制を具体的に整備しなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 業務継続計画の策定に伴う効果の模式図 

（出典：内閣府「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」） 
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２ 対象機関 

(1) この業務継続方針の対象となる機関は、知事部局、病院局、企業局、議会事務局、

人事委員会事務局、監査委員事務局、労働委員会事務局及び教育委員会のそれぞれ本

庁及び地域機関等とする。 

(2) 地域機関等とは、新潟県行政組織規則（昭和 35 年新潟県規則第 8 号）の地域機関、

新潟県病院局組織規程（昭和 36 年新潟県病院局管理規程第 3 号）の施設、新潟県企

業局組織規程（昭和 37 年新潟県企業局管理規程第 3 号）の事業所、新潟県教育委員

会組織規則（昭和 36 年新潟県教育委員会規則第 4 号）の出先機関等及び新潟県立学

校条例（昭和 39年新潟県条例第 46 号）の高等学校等をいう。 

 

３ 対象とする事象 

「新潟県危機管理対応方針」においては、県が危機管理の対象とする「危機」を、「県

民の生命、身体若しくは財産に重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある事態で次に

掲げるもの」としている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業務継続方針においては、この「危機」の中で、通常の体制では、県の業務継続が難

しくなるような大規模な危機（以下「大規模な危機」という。）を対象とする。ただし、

第２章以降では、最も発生確率の高い「危機」として災害（大規模災害）を念頭に必要

事項を整理する。 

  この業務継続方針において、「被災」、「発災」等の用語は、自然災害だけでなく、新

型インフルエンザのまん延等の危機事象がもたらす影響も含めたものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

① 災害 

災害対策基本法第２条第１号に規定する災害 

（自然災害＋大規模な火事、爆発、その他の事故等） 

② 武力攻撃事態 

武力攻撃事態等における我が国の平和と独立並びに国及び国民の安全の確保

に関する法律第１条に規定する武力攻撃事態等及び同法第 25 条に規定する緊

急対処事態 

③ その他の危機 

①及び②以外の事件、事故又はこれに類する事態 
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４ 業務継続の基本的な考え方 

大規模な危機の発生時においても、県民の生命・財産等を守り、社会・経済を破綻

に至らせないようにするため、以下の考え方に基づいて、業務継続体制を整備する。 

 

 

 

 

 

 

 

また、大規模な危機が発生した際には、次の考え方により、業務継続を図る。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 他の計画等との関係 

 県では、危機管理の対応全般の係る基本的な事項について、「新潟県危機管理対応方

針」で定めるとともに、個別事象毎の応急対応業務について、「新潟県地域防災計画」

等の計画を定めているほか、各部局でマニュアル等を整備している。  

 ただ、これらは、基本的に、被害や損失の拡大を防止するために、県がすべき業務を

記載したもので、必ずしも県の庁舎の被災を前提としたものではない。 

 業務継続方針では、大規模な危機の発生により、庁舎が被災することを前提に、限ら

れた資源の中で、どのような業務をいつまでに実施する必要があるのか、その実現のた

めには、どのような資源が必要なのか等を整理したものであり、この業務継続方針に基

づく業務継続体制を整備することにより、「新潟県地域防災計画」等の計画の実効性を

確保することができるものになる。 

 なお、新型インフルエンザへの対応としては、平成 21 年 8 月に「新型インフルエン

ザ発生時の業務継続方針」が策定されていることから、新型インフルエンザに特有の環

境整備や発症者への対応等については、この「新型インフルエンザ発生時の業務継続方

① 地震だけではなく、多様な危機事象に対応できる体制を整備する。 

② 業務を実施できない時間が経過することによる影響度の観点から、重要業務

を洗い出し、目標時間を設定する。 

③ それぞれの重要業務の実施に必要な資源及び業務遂行上の課題・対応方法等

を整理する。  

① 大規模な危機の発生による被害や損失の拡大を防ぐため、「新潟県地域防災計

画」等の計画に定められた応急対策業務に万全を尽くす。 

② 県民の生命・身体の安全、重要財産の保全など、休止することのできない優

先通常業務を継続する。 

③ 上記①及び②に必要となる職員、執務スペース、情報システム、ライフライ

ン等の資源を優先的に確保することとし、重要業務以外の通常業務について

は、休止・縮小する。その後、①及び②の継続に影響を与えない範囲で、順

次再開する。 
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針」に基づいて対応し、その他の一般的な業務継続に関する考え方については、本業務

継続方針に基づいて対応することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 地域防災計画等との関係 

（出典：内閣府「大規模災害発生時における地方公共団体の業務継続の手引き」） 

 

６ 体制移行の判断等 

 (1) 体制移行の判断 

   危機事象が発生した場合、体制移行の判断に関わらず、速やかに重要業務の実施に

努める。職員、執務スペース、情報システム、ライフライン等の業務に必要な資源に

大きな影響があり、通常の体制では、業務継続が難しいと判断される場合、災害対策

本部等において、本部長が業務継続体制への移行を決定する。 

   なお、業務継続体制の終了については、おおむね通常の体制で、県の業務継続が可

能になったと判断される場合、災害対策本部等において、本部長が決定する。 

 (2) 体制移行の周知 

県が体制を移行した場合には、各種媒体を通じて県民に広く周知し、県の体制移行

（一部業務の縮小・休止、来庁の自粛等）について、県民・企業等に協力を求める。 

 なお、体制が終了した場合にも、同様にして県民に周知する。 

 

７ 業務継続方針の柔軟な運用 

 大規模な危機の規模、様態、社会への影響等は多様であることから、その全てに、業

務継続方針をそのまま適用することは、社会的・経済的混乱を招くほか、県民生活にも

多大な影響を及ぼすことが予想される。 

大規模な危機の発生時には、災害対策本部等において、その規模、様態、社会への影

響等を総合的に判断し、柔軟に運用するものとする。 
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８ 訓練等の実施 

 業務継続体制への移行に備えた訓練等を実施し、業務継続方針やマニュアル、その他 

対応方法等の実効性を確認するとともに、必要に応じて見直し等を行う。 

 

９ 業務継続方針の構成 

本章では、「策定の趣旨」、「対象機関」、「対象とする事象」、「業務継続の基本的な考

え方」、「他の計画等との関係」、「体制移行の判断等」等の基本的な考え方を整理する。 

第２章では、全業務について、その業務を実施できない時間が経過することによる影

響度の観点から非常時優先業務の考え方を整理する。 

  第３章では、「職員の参集体制」、「指揮命令系統」、「安否確認」、「人員計画」、「業務

引継」、「庁内の応援体制」、「庁外からの応援体制」、「委託業者の業務継続体制」等の業

務執行体制の確保の考え方を整理する。 

  第４章では、「執務スペース」、「通信手段」、「情報システム」、「電源」、「トイレ」、「職

員の食料等」、「支払」等の執務環境の確保の考え方を整理する。 

  第５章では、今後の取組として、「業務継続力の向上」、「教育・訓練の実施」及び「業

務継続方針等の見直し」を整理する。 
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第２章 業務継続方針の対象となる非常時優先業務 
 

１ 非常時優先業務の分類 

大規模災害発生時にあっても優先して実施すべき業務を「非常時優先業務」という。

具体的には、災害応急対策業務や早期実施の優先度が高い災害復旧・復興業務等（これ

らを「応急業務」と総称）のほか、業務継続の優先度の高い通常業務（「優先通常業務」

という）が対象となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 非常時優先業務の選定基準 

具体的な基準は「大規模災害発生後１か月以内（※）に業務を実施できなかった場合

に社会的影響が発生する業務」とする。 

社会的影響の有無については、以下の「社会的影響の判断の視点」を考慮し判断する。 

(1) 休止等による社会的影響の有無 

ア 県民の生命・安全の保持に支障があるか。 

イ 県民に対し、甘受できない不利益・不公平が発生するか。 

ウ 財産の保全、社会機能等の最低限の継続に支障があるか。 

 (2) 県の他の業務への影響の有無 

休止・中断により、県機能や災害対策本部等の影響が大きい業務に支障があるか。 

(3) 法令上の処理期限等の有無 

法令上の処理期限や業務の実施サイクルの義務付け等があるか。許認可や支払事務

など法令等で処理期限等が定められている業務については、法令遵守を前提として検

討するが、法令や制度の弾力的運用や見直しについても、検討する。 

※ 業務に必要な資源が概ね回復し、通常の体制で業務を実施できるようになると考

えられる期間を１か月と想定する。（内閣府「大規模災害発生時における地方公共

団体の業務継続の手引き」で望ましいとされている想定期間） 
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３ 業務開始目標時間の設定 

非常時優先業務を実施できなかった場合に社会的影響が発生する時間帯（「業務開始

目標時間」）を各業務で設定する。 

「業務開始目標時間」は、業務に着手し始める時間ではなく、一定程度の業務が実施

される時間を指す。 

具体的には、上記３で記載した「社会的影響の判断の視点」を考慮して、それぞれ、

１時間、３時間、６時間、12 時間、24 時間、72時間、１週間、１ヶ月、２ヶ月以内に

業務を実施できない場合の影響度を検討する。 

※２ヶ月以内という判断は、資源（主に業務に必要な職員）の不足が長期間続くと予測され

ている「新型インフルエンザ」について、「新潟県新型インフルエンザ対策行動計画」で「流

行が約８週間程度続くと予想されている」としていることに合わせたものである。 

ただし、所属において、特に、別の目標時間を設定しておくべきと判断した業務につ

いては、この限りではない。優先通常業務だけでなく、応急業務についても、目標時間

を設定することとするが、「新潟県地域防災計画」において、災害応急対策タイムスケ

ジュールとして、応急対策の時系列的進行目標が示されていることから、これも参考に

して設定する。 

なお、「新潟県地域防災計画」における目標と異なる目標時間を設定した場合には、

次回の修正に併せて、「新潟県地域防災計画」の該当箇所の見直しを検討する。 

  また、「新潟県地域防災計画」における目標と異なる目標時間を設定するまでの間は、

「新潟県地域防災計画」における目標を目標時間とする。 

 

４ 所属における平時からの取組 

(1) 災害対策本部要員の指名や非常時優先業務の割り振り   

各所属は、災害対策本部要員の指名や非常時優先業務の割り振りを検討するにあたっ

ては、職員の参集可能時間を考慮するものとする。 

(2) 担当職員が被災等により業務を実施できない場合に備えた対策等   

各所属は、非常時優先業務に従事する職員が被災等により業務を実施できない場合や

発災時の人員不足に備え、以下の対応を実施するものとする。 

ア 業務マニュアル等の整備 

代替要員が非常時優先業務を円滑に実施できるよう、業務マニュアル等（事務引継

書を含む｡）整備する。 

イ 代替要員の指名等 

○ 現担当者から代替要員に対する業務内容・遂行方法の概要の説明 

○ 関係書類・関係ファイルの所在の代替要員による確認 

ウ 関係機関との応援協定締結の検討等 

○ 応急業務の実施又は継続のために、関係事業者等との災害時における応援協定の

締結等を積極的に検討する。 
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○ 既に締結済みの協定に基づく仕組み等については、発災後の円滑な応援受け入れ

のため、応援・受援に関 する連絡・要請の手順、災害対策本部との役割分担・

連絡調整体制、応援機関の活動拠点、応援要員の集合・配置体制や資機材等の集積・

輸送体制等の必要な事項を定め、関係機関で共有する等、必要な準備を整える。 



  - 9 -

第３章 業務執行体制の確保 
 

１ 業務執行体制の確保の必要性 

大規模な危機が発生した場合、県の庁舎の被災、職員・家族の被災等により、業務執

行体制に制約が生ずる可能性がある。 

県が、大規模な危機の発生時において、第２章における目標時間までに、重要業務を

実施するためには、これらの業務執行体制の確保が必要になる。 

この章では、このような業務執行体制を確保するために必要なことを整理する。 

 

２ 職員の参集体制 

(1) 災害対策本部要員 

県では、災害対策本部事務に関連する業務や災害対応用務の経験等を踏まえて、災

害対策本部要員をあらかじめ指名している。 

災害対策本部が設置された場合は、この要員が災害対策本部事務に従事することに

なるため、職員の参集体制、重要業務の実施に必要となる人員を検討するにあたって

は、この点も考慮する必要がある。 

(2) 参集の判断 

下記(3)の基準に応じた自主的参集を原則とするが、災害対策本部要員等について

は、防災情報伝達システムにより、基準毎の対象職員に参集メールが送信される。 

(3) 参集基準 

災害発生時の参集については、地震及び津波発生時の登庁基準並びに風水害等につ

いての配備基準が「新潟県地域防災計画」に定めてある。これらを参考に、重要業務

を速やかに実施できるよう所属毎に参集基準を確立する。 

(4）参集時の基本ルール（注意事項） 

ア 登庁前 

○ インターネット及びテレビ等から、災害情報や気象情報等を入手する。 

○ 家族や近隣住民等の安全の確保を最優先に行動する。初期消火や人命救助を積

極的に行う。 

イ 登庁 

○ あらかじめ定められた方法により、所属へ安否を報告する。（以下４参照） 

○ 参集基準に従って登庁する。 

○ 登庁の際は、余震等や家屋の倒壊、道路の陥没、橋梁の落下などに注意する。 

○ 交通渋滞の原因とならないよう徒歩、自転車、バイク又は公共交通機関を利用

する。 

ウ 携行品等 

○ 動きやすい服装で帽子等を着用し、３日分程度の飲料水、食料、懐中電灯など

必要なものを可能な範囲で携帯する。 
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(5) 庁舎に参集できない場合等の対応 

ア 所属職場に登庁できないとき 

何らかの事由により、自分の所属職場に登庁できない場合は、最寄りの県の機関

に登庁し、電話又はメール等により所属長に報告するとともに、指示を仰ぐものと

する。 

イ 登庁すべきか判断に迷うとき 

職員の家族等の安全確保が必要な場合、住居が被災した場合、交通が遮断された

場合等においては、所属長は職員の状況に応じて登庁の要否を判断する。 

ウ 情報の取りまとめ 

職員の参集状況は、職員の安否情報と併せて、部局で取りまとめ、人事課で集約

する。 

 

３ 指揮命令系統 

大規模な危機の発生時に迅速かつ的確に業務を実施するためには、職員の確保ととも

に、指揮命令系統の確立が必要となる。 

基本的には、「新潟県事務決裁規程」等に基づき、業務を執行する。 

また、災害対策本部が設置された場合における本部の事務の代決については、「新潟

県地域防災計画」に基づき、行う。 

   

４ 安否確認 

非常時優先業務について、必要な要員を確保し、業務の実施体制を迅速に構築するた

めには、平時から、職員の安否確認の適切な実施方法を整えておく必要がある。 

(1) 安否確認の基本ルール（主に勤務時間外に発災した場合を想定） 

ア 実施主体 

安否確認は、実施方法の検討を含めて、所属において行う。 

イ 実施基準 

原則として、県地域防災計画に定める「第３次配備体制」又はこれに準じる体制

を要する危機事案の発生時に安否確認を行う。ただし、所属の方針により、第３次

配備体制に至らない時点から実施することを妨げるものではない。 

ウ 実施方法 

○ 職員は、安否確認の実施基準を満たす危機事案の発生時には、速やかに、あら

かじめ決められた方法で、自発的に所属へ安否について報告する。 

○ 所属長は、実施基準を満たさない場合でも必要に応じて、職員に対し、安否報

告を求める。 

○ 職員から報告のあった安否情報は、所属長が指示した職員が取りまとめ、部局

主管課（地域振興局にあっては企画振興部(同部の設置がない局にあっては地域

整備部)）へ報告する。部局主管課は、部局内の情報を取りまとめ、人事課へ報
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告する。 

エ 安否確認で報告する事項 

① 本人及び家族の安否（負傷の有無等） 

② 被災状況（住家の被害等） 

③ 安全確保の状況 

④ 現在地と登庁の可否 

⑤ 登庁に要する時間（目安）等 

 (2) 勤務時間内に発災した場合の取扱い 

○ 所属長は、速やかに職員の安否を確認する。 

○ 出張等で庁外にいる職員は、(1)に準じて所属へ安否について報告する。 

○ 職員の安否情報は、所属長が指示した職員が取りまとめ、部局主管課へ報告する。

部局主管課は、部局内の情報を取りまとめ、人事課へ報告する。 

(3) 安否確認の留意事項 

○ 所属長は、二次災害を避けるため、職員及びその家族の安全が確保されていない

状況下においては、無理に登庁させず、連絡体制を確保した上で、安全が確保され

た段階で登庁するよう指示することとする。 

○ 所属長は、非常時優先業務に従事するため家族の安否を確認する余裕のない職員

や家族の安否が確認できない職員に対しては、状況に応じて必要な配慮を行うもの

とする。 

○ 職員は、勤務時間内に発災した場合など、家族の安否を確認する必要があること

から、家族間において、災害用伝言ダイヤルなどを活用した連絡方法を確認してお

く。 

(4) 所属における平時の準備事項 

ア 安否確認方法の検討と共有 

○ 安否確認を行う手段を定め、所属内で共有しておく。 

○ 安否確認手段は、電話だけでなく、Ｅメール（携帯電話、自宅パソコン等）や

チャットアプリ（ＬＩＮＥ等）など、複数の媒体による連絡先を設定する。 

○ その他、ＮＴＴ災害用伝言ダイヤルや、通信会社による伝言掲示板など、災害

時に使用できる安否確認のためのツール等の活用も検討する。 

○ 上記の情報を整理の上、全職員に配付し、最新の情報に更新されているか定期

的に確認する。（保管に際しては個人情報の取り扱いに十分に留意。） 

○ 輻輳等の影響により、連絡網に沿った連絡が困難な場合の対応（連絡が取れな

い相手は後にする、職員の側から所属へ連絡する、災害伝言ダイヤル等に安否登

録をする等）を決めておく。 

イ 訓練の実施 

上記アのツールを活用し、平時から安否確認の手順に沿った訓練を定期的に実施

する。 
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※ 例えば、一斉メールに対し、速やかに全ての職員から安否の報告や登庁の可否を

報告させ、集約する訓練等 

 

５ 人員計画の立案 

(1) 必要人員等の把握 

重要業務の実施に必要な人員や職種等を把握し、人員計画等に反映させる。特に特

殊な条件・資格等を必要とする専門性の高い業務に留意する。 

(2) 参集困難職員の想定 

大規模な危機の発生時には、職員及び家族等の被災、交通機関及び道路の利用へ

の影響等により、参集できない職員が発生することが想定されることから、業務の

代替性の確保が重要になる。 

 

６ 業務引継 

重要業務の担当職員が業務を実施できない場合に備え、業務内容の共有化やマニュア

ルの整備、代替要員への引継等を適宜行い、発生時に担当職員以外の職員が円滑に当該

業務を実施できるよう準備する（影響度等により代替要員を２名まで指名しておくのが

望ましい）。 

特に、災害対策本部要員については、災害対策本部が設置された際に、災害対策本部

業務に従事することになるため、代替要員への引継の準備が重要になる。 

 

７ 庁内の応援体制の確立 

(1) 所属の取組 

所属内で必要人員が確保できないと想定される場合は、他所属による応援体制を検

討する。 

(2) 部局等（各部局及び地域振興局をいう。以下同様）の取組 

ア 部局主管課等は、部局等内各所属の業務及び人員計画等を取りまとめ、部局等と

しての対応計画を作成する。 

イ 対応計画を作成する際は、各所属の業務量の偏りに留意し、必要に応じて応援体

制を準備する。部局等内での対応が困難な場合は、人事課を通じて他部局等の応援

を検討する。 

 

８  庁外からの応援体制の確立 

災害等の発生に備えて、他都道府県や関係団体等と応援職員等に関する協定を締結し

ている。 

大規模な危機の発生時でも、協定先から円滑な応援を受けることができるのかを検討

し、協定内容や新たな協定先を検討する。 

また、庁内における応援調整では、重要業務を実施するために必要な人員を確保でき
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ないと想定される場合には、迅速に応援を要請できるよう、具体的に応援を要請する予

定人数を検討するとともに、マニュアル等の必要となる資源を確保する。 

 

９ 受託業者の業務継続体制の確保 

重要業務の実施又は実施に必要な資源等の確保が庁外の業者等に委託されている場

合は、受託業者が大規模な危機の発生時においても当該業務を継続することが可能な体

制を整備しているか確認し、継続できない場合は体制の整備を要請する。 

また、可能である場合でも、何らかの理由により継続が困難になった場合に備え、代

替業者を選定（２社までしておくのが望ましい）し、当該業者に対してその旨及び業務

内容をあらかじめ周知するなどの対応策を検討する。 

同様に、重要業務の実施に必要な物資の調達についても、調達先の体制を確認すると 

ともに、必要に応じて代替調達先や物資の備蓄等を検討する。 

 

10 その他 

所属長は、上記の他、重要業務を目標時間内に実施するために、業務執行体制におい

て、障害となる可能性がある事項をあらかじめ整理し、対策を検討する。   
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第４章 執務環境の確保 
 

１ 執務環境の確保の必要性 

大規模な危機が発生した場合、県の庁舎が被災し、執務スペース、情報システム、ラ

イフライン等の業務に必要な執務環境に制約が生ずる可能性がある。 

県が、大規模な危機の発生時において、重要業務を実施するためには、これらの資源

の確保が必要になる。 

 

執務環境は各庁舎の状況により現状と今後取るべき対策が様々であることから、本章

では検討・対策の視点を整理することにより、各庁舎における取組を促すものとする。 

各機能に係る発災時にとるべき対応の手順を定め、危機発生後の業務継続に備えるも

のとする。 

 

２ 庁舎 

(1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 庁舎所在地のハザードマップ等から想定される震度及び

その他の被害想定に照らし、耐震性等を備えているか確認す

る。 

イ 課題・対策の

検討 

○ 庁舎の被災により、一時的又は中長期的に庁舎が使用でき

ない（機能が十分発揮できない）場合に備えた代替施設を検

討・確保する。 

 （検討のポイント(例)） 

 ・庁舎と同時被災する可能性（アクセス可能性を含む。） 

 ・確保できる執務スペースの規模 

 ・通信環境（防災無線等の整備状況） 

 (2) 発災時の手順 

○ 庁舎管理者は、発災後速やかに庁舎の被災状況を確認し、使用の可否を判断する

とともに、立入禁止等の措置が必要な場合は、その旨を表示する。なお、被災建築

物応急危険度判定が必要な場合、判定士の資格を有する職員による判定をもとに、

庁舎の使用可否を判断するものとする。 

 

３ 執務スペース 

(1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 発災直後は、散乱した書類等の整理に追われ、業務への着

手が遅延し、迅速な業務遂行の妨げとなる。 

イ 課題・対策の ○ パソコンの設置方法を工夫するとともに、キャビネットや
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検討 書庫等の転倒やガラスの飛散等の防止対策を実施する。 

○ キャビネットや書庫の上など、高所に書類や荷物等を置か

ないよう徹底する。 

(2) 発災時の対応手順 

○ 執務室内に来庁者がいる場合は、来庁者の安全確保を最優先に行い、必要に応じ

て避難誘導・救護等を行う。 

○ 登庁した、あるいは在庁していた職員は、非常時優先業務の継続に支障のない範

囲で執務室内の散乱した机やキャビネット等の片付けを行い、執務環境を整える。 

○ 必要に応じて災害対策本部（関係各課）に連絡し資機材の提供や応援を要請する。 

○ 部局の主管課は、部局内執務室の被災状況（来庁者の被害状況等を含む）をとり

まとめ、庁舎管理者に報告するものとし、庁舎管理者は部局等の報告を取りまとめ、

災害対策本部に報告する。  

○ 庁舎管理者は、会議室や供用スペース等の片付けを行う。 

 

４ 通信手段（電話・防災行政無線） 

(1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 各庁舎に配備されている電話回線及び防災行政無線の現

状を把握する。 

○ 固定電話、携帯電話とも発災後輻輳により５日間程度は接

続しにくいと想定する。 

イ 課題・対策の

検討 

○ 不測の故障が生じないよう経年劣化を考慮し、改修及び更

新を行っていく。 

 

(2) 発災時の対応手順 

ア 有線設備 

○ 障害発生の有無を確認する。 

○ 交換機に障害があれば、保守業者に対応を依頼する。 

○ 事業者回線に障害がある場合、電気通信事業者に故障対応を依頼し、復旧の見

通しを確認する。 

イ 無線設備 

○ 障害発生の有無を確認する。 

○ 障害箇所があれば、保守業者に出動を要請する。 

○ 輻輳状況に応じて、通信統制を行う。 

○ 通信不通箇所がある場合、代替通信手段を選定する。 

○ 必要に応じて、無線設備の無い場所においても通信手段を確保することが可能

な可搬型無線設備（可搬型 VSAT 地球局及びデジタル移動系無線局）の配備を行

う。 
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５ 通信手段（電子メール） 

 (1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 通信事業者回線が不通となった場合は、復旧を待つことに

なる。 

○ 電子メール（職員メール、所属・業務メール）は、通信事

業者回線が被災し対外的なメールは使用できなくなると想

定。 

○ 庁内ＬＡＮで使用している通信事業者回線について、通信

事業者との間に契約上で優先的な復旧についての取り決め

がなされているが、災害時の混乱等により対応が遅れる可能

性がある。 

イ 課題・対策の

検討 

○ 通信回線事業者に対して、災害時には優先的な復旧を要請

する。 

(2) 発災時の対応手順 

○ 回線・機器等の障害発生の有無を確認。 

○ 庁内ＬＡＮに障害があれば、庁内ＬＡＮ運用保守業者に対応を依頼する。 

○ 通信事業者回線に障害がある場合、通信事業者に故障対応を依頼し、復旧の見通

しを確認する。 

 

６ 情報システム 

(1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 各所属所管システムは、システム毎にバックアップの有無

は分かれる。 

○ 情報システム（各所属所管システム含む）が被災し停止し

た場合は、サーバ内のデータに不整合が発生している恐れが

あるため、各システムの復旧に当たっては、担当職員又は運

用保守業者により物理的被害等を確認し、運用保守業者によ

りデータ障害を確認しながら正常動作の確認を行う必要が

ある。 

イ 課題・対策の

検討 

○ 公金支払い等の緊急の非常時優先業務については、パソコ

ン、プリンタ等を利用しない手作業等による代替手段及び復

旧後のシステムへの反映方法も定めておく。 

○ 情報システムを早急に復旧できるようデータの別場所保

管、遠隔地保管等、障害等に対するマニュアルを作成する。 

○ 共有すべき重要なデータ（非常時優先業務に関わるもの
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等）については、保管・利用手順を確立し、日頃から運用す

る。 

○ パソコンや機器等の転倒・落下防止対策を講じる。 

○ 情報システムの運用保守業者等に対して、発災後の早期参

集体制の確立と早期対応が図られるように契約内容を検討

する。 

(2) 発災時の対応手順 

○ 情報システムを所管する担当職員は、情報システム機器の物的損壊の確認を行う

ともに、運用保守業者にシステム点検を依頼する。 

○ 情報システム所管課は、あらかじめ作成した復旧手順マニュアルに基づき、迅速

なシステム復旧を図る。 

○ 情報システム所管課は、システムの被災状況及び復旧見込みについて、災害 対

策本部に適宜報告するとともに、庁内に周知する。 

 

７ 電源 

 (1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 自家発電設備の能力及び機能の現状について適切に把握

する。 

○ 庁舎所在地の被害想定調査等に照らして、外部からの電力

供給がない日数を把握する。 

イ 課題・対策の

検討 

○ 長時間の停電でも対応できるように自家発電設備が継続

稼働できる燃料の調達方法などを検討する。 

○ 自家発電設備が故障した際のバックアップ手段を検討す

る。 

○ 停電対応訓練により非常用発電機による電源供給箇所の

確認、停電時にとるべき対応等を確認する。 

 

(2) 発災時の対応手順 

○ 庁舎管理者は、停電の優先的な復旧について、電気事業者に要請する。 

○ 庁舎管理者は、停電による県庁舎機能の停止を防止するため、自家発電設備の燃

料供給体制を確立する。 

 

８ 上下水道・工業用水道（雑用水） 

  (1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 受水槽や汚水槽の有無、能力及び機能の現状について適切

に把握する。 
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○ 庁舎所在地の被害想定調査等に照らして、外部からの給水

がない日数を把握する。 

イ 課題・対策の

検討 

○ 早期使用再開のため事業者との調整や協定に基づく飲料

水の確保等を明確にしておく。 

○ 下水道の機能停止による断水が想定し、簡易トイレの設置

等の対策を検討する。 

○ 断水時にとるべき対応、上下水道・工業用水道事業者の緊

急連絡先等を確認する。 

○ 仮設・簡易トイレの配置計画を策定し、体制整備を進める。 

○ 不測の故障が生じないよう、経年劣化を考慮し、改修又は

更新を行う。 

(2) 発災時の対応手順 

○ 庁舎管理者は、漏水がないか確認をし、漏水箇所を止める。 

○ 庁舎管理者は、発災後速やかに給排水管の被災状況を確認し、早期に給排水を

再開するための必要な措置を講じる。 

○ 断水の間、受水槽の貯留水、調達した水等を飲料水として使用し、下水道が復

旧するまでは、トイレ使用停止とし、仮設、簡易トイレ等で対応する。 

○ 受水槽の貯留水を少しでも長く持たせるため、職員は可能な限り節水に努める。 

 

９ エレベーター・空調設備 

(1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 地震や停電発生時のエレベーターの自動停止等の設定状

況を確認する。 

イ 課題・対策の

検討 

○ エレベーター・空調設備の早期稼働に向けた手順等の確認

を行う。また、エレベーター内での閉じ込めが発生した場合

の対応方法を確認する。 

○ 冬期において、空調設備が不具合により稼働しない場合を

想定した防寒対策を行う。 

○ 空調設備業者に緊急時の連絡体制を確認する。 

○ 不測の故障が生じないよう、経年劣化を考慮し、改修又は

更新を行っていく。 

(2) 発災時の対応手順 

ア エレベーター 

○ 庁舎管理者は、エレベーターの管制状況について確認を行う。 

○ 庁舎管理者は、保守点検業者に対し、優先的な点検及び復旧を要請し、早期の

運転再開に努める。 

○ 点検の結果、エレベーターの使用制限を行う必要があると判断した場合は、そ
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の旨を庁内に周知する。 

○ 閉じ込めがあった場合は、業者、消防、警察に通報を行い、迅速な救出に努め

るとともに、常に救出目途等の情報提供を行うなど、不安の解消に努める。 

イ 空調設備 

○ 庁舎管理者は、空調設備の被害状況について確認を行う。 

○ 庁舎管理者は、保守点検業者に対し、優先的な点検及び復旧を要請し、早期の

運転再開に努める。 

○ 点検の結果、空調設備の使用制限を行う必要があると判断した場合は、その旨を

庁内に周知する。 

 

10  職員の非常食・飲料水・簡易トイレ 

(1) 検討・対策の視点 

ア 現状・状況予

測の確認 

○ 災害が発生し、発災後３日経っても外部からの給水体制が

整わず、食料の供給もされない状況を想定する。 

イ 課題・対策の

検討 

○ 職員に向け、家庭において最低３日分の食料・飲料水・生

活必需品等を備蓄し、非常時には２～３日分の食料品等を携

帯し登庁するよう周知する。 

○ 職場においても最低１食分の食料等を備蓄するよう周知

する。 

○ 災害時における食料品等物資の提供に関する協定を複数

事業者と締結している。 

○ 仮設・簡易トイレの配置計画を作成し、体制整備を進める。 

(2) 発災時の対応手順 

〇 備蓄している物資を計画的に供給する。 

〇 災害時における食料品等物資の提供に関する協定の締結先に物資の供給を依頼

する。 

〇 庁舎管理者は仮設・簡易トイレを設置する。 

 

11 庁舎の代替施設 

(1) 検討の必要性 

地震等が発生し、一時的に庁舎の一部の機能が使用不可能、又は庁舎周辺の被災に

よる職員の参集不能等により、庁舎を長期的に利用できないと判断される場合は、代

替庁舎への移転を検討するものとする。 

(2) 移転の決定 

庁舎の被害状況等を踏まえて、災害対策本部会議において、本部長が決定する。 

(3) 留意事項（※以下は本庁舎の場合を想定し、地域機関ではこれを参考に検討する。） 

○ 災害対策本部は、管財課及び危機対策課が庁舎等の使用が一時的に不可能、又は
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機能が十分に発揮できないと判断した場合に、本庁舎又は危機管理センターの機能

を代替施設に移動するものとし、該当部局等に指示する。  

○ 移転先の施設は、予め選定した候補から、管財課及び危機対策課と連携して、災

害対策本部 

で被害状況等を考慮して決定する。 

○ 移転する業務は、災害対策本部及び部局の非常時優先業務を優先する。 

○ 部局の通常業務は、在宅勤務や業務の中止も検討する。 

○ 県庁舎全体の代替になり得るスペースを確保できる建物を確保することは困難

なため、複数の施設に分散することも検討する。 

○ 代替施設が決定した場合には、職員及び関係機関等に速やかに連絡するとともに、

各種媒体を通じて県民に周知する。 

○ 代替施設への移動の指示があった部局等は、速やかに移動し、業務を再開する。  

○ 代替施設に移動する事務機器については必要最小限とし、あらかじめ選定してお

く。 

 

12 その他 

所属長は、上記の他、重要業務を目標時間内に実施するために、執務環境において、

障害となる可能性がある事項をあらかじめ整理し、対策を検討する。 
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第５章 今後の取組 
 

１ 業務継続力の向上 

  業務継続体制は、最初から完全に構築できるものではないため、継続的な改善が必要

不可欠である。 

所属長は、現在の業務執行体制及び執務環境では、目標時間までに業務を実施するこ

とが困難と想定される重要業務について、目標を達成するための戦略を検討し、必要な

対策を実施する。 

全庁的な対応が必要な場合は、防災局で調整の上、計画的に対策を進める。 

 

２ 教育・訓練の実施 

大規模な危機の発生時に、速やかに業務継続体制に移行し、重要業務を実施するため

には、各職員がそれぞれ、大規模な危機の発生時の対応を意識し、平時の業務を実施す

る中で、準備を進めておくことが重要である。 

このため、県は各所属等を通じて職員に対する教育・普及啓発を行うとともに、職員

自らも情報収集し、必要な対策を講じる。 

また、大規模な危機の発生に備えた訓練を実施し、業務継続方針やマニュアル、その

他対応方法等の実効性を確認する。 

 

３ 業務継続方針等の見直し 

実効性の確認や訓練等を通じて、対策の課題等を洗い出し、是正すべきところを見直

し、業務継続方針やマニュアル、その他対応方法等も必要に応じて見直しを行うなど、

継続的改善を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 継続的改善 

内閣府（防災担当）「業務継続ガイドライン・第１版（平成 17年 8月）」より 

   


